
1854年 安政元年 ペリーが徳川幕府
に電信機を献上

1868年 明治元年 明治維新

1869年 明治2年 電信事業の創業

1879年 明治12年 万国電信連合
（現在のITU）に
加盟

1885年 明治18年 逓信省を創設内閣制度発足

1889年 明治22年 郵便電信局、郵便
局、電信局を設置

大日本帝国憲法発布

熊本郵便電信局が琉球諸
島の電信建設事務を兼務

1893年 明治26年

1897年 明治30年 那覇郵便電信局を設置東京湾内1海里の
無線電信実験成功

主な出来事 情報通信（国内） 情報通信（沖縄）

駅逓司（逓信省
の前身）を設置

1900年 明治33年

1901年 明治34年 鹿児島郵便電信局が沖縄
の電信建設業務を監督

電信法、郵便法、鉄
道船舶郵便法施行

1903年 明治36年 熊本郵便電信局を熊本郵
便局に名称変更
那覇郵便局を設置

1905年 明治38年 ポーツマス条約調印

1906年 明治39年 長距離電話線開通
（東京～佐世保）

1908年 明治41年 日米海底電線開通

1910年 明治43年 無線電報取り扱い開
始（銚子無線局）

熊本逓信管理局を熊本郵
便局に設置（熊本、大分、
宮崎、鹿児島及び沖縄の
通信業務を管掌）

1912年 大正元年 タイタニック号遭難

1913年 大正2年 熊本逓信管理局を九州逓
信局に名称変更

1915年 大正4年 無線電信法施行
国際固定無線業務
を開始

沖縄に無線局（電話）
開通

公衆電話が街頭
に登場

組織変遷（沖縄）

太政官布告により琉球
藩が廃止され、沖縄県
となる。

1871年 明治4年 廃藩置県

1874年 明治7年 首里・那覇・今帰仁に
郵便仮役所を設置
浦添ほか８カ所に郵便
取扱所を設置

駅逓司
1868年～
1871年

駅逓寮
1871年～
1877年

駅逓局
1877年～
1885年

逓信省
1885年～
1943年

那覇郵便
電信局
1897年～
1903年

熊本逓信管
理局
1910年～
1912年

九州逓信局
1913年～
1919年

那覇郵便局
1903年～
1910年

那覇郵便
仮役所
1874年～
1897年



1924年 大正13年 那覇無線電信局を設置

1925年 大正14年 （社）東京放送局
が愛宕山からラジ
オ仮放送を開始

1926年 大正15年 船舶無線電信施設
法施行
（社）日本放送協
会設立

1926年 昭和元年 ラジオ体操の放送
開始

1930年 昭和5年 東京の加入電話数が
10万を突破
国際通信業務を開始

1931年 昭和6年 ラジオ第２放送を
開始

1932年 昭和7年 国際電話（株）設立五・一五事件

1933年 昭和8年

1934年 昭和9年 熊本逓信局工務課那覇
出張所を設置
航空無線標識所を伊江
及び与那国村に設置

国際無線電話を開
始（東京・マニラ
間）

満州事変勃発

国際連盟脱退 国際電気通信条約
批准

1935年 昭和10年 ラジオ海外放送開始

1936年 昭和11年 那覇無線電信局を那覇郵
便局に合併
那覇飛行場工事完了

1937年 昭和12年 日中戦争勃発 全国の電話加入数
が100万を突破
テレビ実験放送

1939年 昭和14年

1941年 昭和16年

二・二六事件

第二次世界大戦勃発

太平洋戦争勃発

1942年 昭和17年 熊本逓信局工務部那覇
電気通信工事局設置
（社）日本放送協会・
沖縄放送局開局

1919年 大正8年 九州逓信局を熊本逓信
局に名称変更

1921年 大正10年 熊本逓信講習所那覇支所
を設置
臨時電信電話建設局熊本
出張所那覇駐在を設置

逓信省
1885年～
1943年

熊本逓信局
1919年～
1945年

主な出来事 情報通信（国内） 情報通信（沖縄） 組織変遷（沖縄）



1943年 昭和18年 逓信省を廃止し、
運輸通信省の外局
として通信院を設
置

1944年 昭和19年 電波局を設置

熊本逓信局工務部に那覇
電気通信工事局及び福岡
電気通信工事局那覇分室
設置

1945年 昭和20年 終戦 南西諸島における日本政
府行政権の停止（ニミッ
ツ布告）
沖縄諮詢会に通信部設置
（社）日本放送協会・沖
縄放送局、沖縄戦により
閉局
米軍のラジオ放送局
AFRTSがWXLH・
OKINAWAを開局

運輸通信省を廃止
し、内閣に逓信院
を設置

1946年 昭和21年 沖縄民政府を創設

1947年 昭和22年

1949年 昭和24年

琉球郵政庁（郵務部、経
理部、電務部）設置
「AKAR・琉球放送」が
本放送を開始

1950年 昭和25年 電波法・放送法・
電波監理委員会設
置法施行
放送法により日本
放送協会が設立

逓信省再発足

日本国憲法施行

郵政省及び電気通
信省設置（逓信省
分割）

朝鮮戦争勃発

1951年 昭和26年 サンフランシスコ
講和条約調印

民間ラジオ放送開始 琉球臨時中央政府設立
郵政局設置

ビキニ環礁で原爆
実験

郵政局及び運輸局を工務
交通局に統合
沖縄から海外向けに
VOA放送を開始
「AKAR・琉球放送局」
首里城跡の琉球大学構内
へ移転

琉球政府設立
電波監視業務開始

1952年 昭和27年 電波監理局設置、電
波監理委員会廃止
電波研究所発足
日本電信電話公社設
立

1953年 昭和28年 有線電気通信法・公
衆電気通信法施行

1954年 昭和29年 無線局及び無線従事者の免
許が高等弁務官の承認事項
となる。
琉球放送（ラジオ）に免許

逓信省
1885年～
1943年

運輸通信省
1943年～
1945年

米国軍政府
1945年

米国海軍軍
政府
1945年～
1946年

米国陸軍軍
政府
1946年～
1950年

琉球列島米
国民政府
1950年～
1972年

沖縄諮詢会
通信部
1945年～
1946年

沖縄民政府
通信部
1946年～
1950年

琉球郵政庁
電務部
1950年～
1951年

琉球政府
郵政局
電務課
1952年～
1953年

琉球臨時中
央政府
郵政局
電務課
1951年～
1952年

熊本逓信局
1919年～
1945年

琉球政府
工務交通局
電務課
1953年～
1961年

主な出来事 情報通信（国内） 情報通信（沖縄） 組織変遷（沖縄）



1955年 昭和30年 NHKが難視聴対策
としてCATVを実
用化

1958年 昭和33年 無線従事者制度の
大幅改正（従事者
免許の更新制度廃
止等）
テレビ受信契約が
100万を突破

東京タワー完成 那覇・宮古・八重山無線
電話開通
宗教放送「極東放送
KSAB」が日英両語で放
送を開始

1959年 昭和34年 NHKが教育テレビ
放送開始

沖縄テレビ放送（OTV）
に免許
琉球電信電話公社発足
宗教放送「極東放送」が日
本語専門局KSDXを開局
沖縄テレビ放送が沖縄初の
テレビ放送開局

1960年 昭和35年 琉球放送（テレビ）に
免許
ラジオ沖縄に免許
琉球放送（RBC）がテ
レビジョン放送を開始
ラジオ沖縄（ROK）が
ラジオ局を開局

東京及び大阪でカ
ラーテレビ本放送
開始

1961年 昭和36年 工務交通局を建設運輸局
に名称変更、外局として
郵政庁設置
全日本空輸（株）、那
覇・鹿児島線開設

1962年 昭和37年 東京の人口が
1,000万人を突破

無線局数10万局を
突破
テレビ受信契約数
が1,000万を突破
日米テレビ宇宙中
継成功

那覇漁業無線局が、旧琉
球政府水産研究所２階に
電信300W、電話50Wの
認可による無休執務の漁
業無線の通信業務開始

1963年 昭和38年

本土ー沖縄マイク
ロ固定回線が開通

東京五輪

琉球放送がテレビ中継局
第1号の久米島中継局を
開局

1964年 昭和39年 琉球放送（宮古ラジオ
中継局）の免許

1965年 昭和40年 建設運輸局を建設局及び
通商産業局に分離、通商
産業局郵政庁に電気通信
監理部設置、郵政庁の支
分部局として電波監視所
設置
那覇漁業無線局が琉球政
府農林局との二重免許

1966年 昭和41年 電報中継機械化

琉球列島米
国民政府
1950年～
1972年

琉球政府
工務交通局
電務課
1953年～
1961年

琉球政府
建設運輸局
郵政庁
電務課
1961年～
1965年

琉球政府
通商産業局
郵政庁
電気通信監
理部
1965年～
1972年

米国民政府の主導により
琉球放送が英語放送局
「KSBK」を開局

主な出来事 情報通信（国内） 情報通信（沖縄） 組織変遷（沖縄）



1967年 昭和42年 テレビ受信契約数
が2,000万を突破

沖縄放送協会（現NHK）
（豊見城テレビ）に免許
那覇漁業無線局が首里へ
移転
琉球放送テレビと沖縄テ
レビがカラー放送を開始
「沖縄電波追跡所」発足

沖縄放送協会（現NHK）
（先島テレビ）に免許
沖縄放送協会（OHK）の
宮古放送局と石垣放送局
が開局

1968年 昭和43年 東京23区内でポ
ケットベルサービ
ス開始

1969年 昭和44年 アポロ11号月面着陸 NHKがFMの本放
送を開始

那覇～宮古島間に2GHz
帯OH回線設置

1970年 昭和45年

日本万国博覧会開催

キャッチホンサー
ビス開始

（社）沖縄移動無線セン
ター設立

1971年 昭和46年 （社）沖縄移動無線セン
ター開局

1972年 昭和47年 沖縄が日本に復帰
札幌冬季五輪

琉球政府を解消
沖縄郵政管理事務所設置
NHK（ラジオ第1、第
2）に免許
琉球漁業無線協会から沖
縄県漁業無線協会へ改称
NHK沖縄局が那覇、宮
古、八重山で中波ラジオ
放送開始
「沖縄電波観測所」発足

有線テレビジョン
放送法公布

1973年 昭和48年 無線局数100万を突
破

八重岳レーダーサイト、
稲福マイクロ回線サイ
トの設置工事着工
琉球放送・英語放送局
JOROが閉局

○第23回電波の日記念式典を開催
前回（第22回）の電波の日記念式典は、

復帰の際の事務継承により開催できな
かったため、約1年ぶりの式典開催とな
りました。

1974年 昭和49年 NHK（FM）に免許
沖縄における航空路管制業
務を米空軍から那覇交通管
制部に引継・業務開始
八重岳航空路監視レーダー
運用開始
石垣、宮古において管制通
信開始
NHK沖縄放送局がFM放送
局を開局（那覇局、今帰仁、
久米島局）

琉球列島米
国民政府
1950年～
1972年

郵政省
1972年～
2000年

沖縄郵政管
理事務所
電波監理部
1972年～
1985年

琉球政府
通商産業局
郵政庁
電気通信監
理部
1965年～
1972年

主な出来事 情報通信（国内） 情報通信（沖縄） 組織変遷（沖縄）



1975年 昭和50年 沖縄海洋博覧会開催 伊江島において、航空局、
NDB（航空用無指向性
ビーコン）運用開始
NHK沖縄放送局が南大東
テレビジョン放送試験局
の運用を開始

1976年 昭和51年 沖縄本島～宮古間
（340km）に海底同軸
ケーブルが開通

1977年 昭和52年 実験用静止通信衛星
「さくら」打上げ
実験用放送衛星「ゆ
り」打上げ

宮古テレビに有線テレビ
ジョン放送施設設置許可
那覇VOR/TAC運用開始
宮古VOR/DME運用開始
VOA（Voice of 
America）が閉局

○ＶＯＡ傍受業務の終了
ＶＯＡ（アメリカの声：Voice of 

America）放送局は、沖縄返還協定第８
条において返還後5年間の運用継続が締
結され、また、返還協定に関する国会論
議のなかで当時の広瀬郵政大臣がＶＯＡ
放送を傍受することを表明したことから、
以後電波監理部の職員が当該業務を担っ
てきました。
※写真は、奥間送信所（国頭村）

1978年 昭和53年 日中平和友好条約
調印

石垣電波方式測定所設置
与論空港NDB共用開始
宮古有線テレビ
（MCTV）が開局（現在
は宮古テレビ）

1979年 昭和54年 東京サミット開催 郵便局電話交換業
務終了
全国の電話自動化
完了
東京23区内で自動
車電話サービス開
始

南大東島に2GHz帯OH回
線を設置
県内全域の電話のダイヤ
ル自動化と即時化を実現
先島地区のカラーTV放
送実現
下地島空港の供用開始

1980年 昭和55年 石垣ケーブルテレビに有
線テレビジョン放送施設
設置許可
下地島空港事務所開設
那覇AEIS運用開始
HF航空固定局運用開始
南大東島RAG運用開始
下地島空港での管制業務
開始

1981年 昭和56年 カード式公衆電話
機登場

奄美VORTAC運用開始

郵政省
1972年～
2000年

沖縄郵政管
理事務所
電波監理部
1972年～
1985年

主な出来事 情報通信（国内） 情報通信（沖縄） 組織変遷（沖縄）


	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6

